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１．はじめに

世界各地では、さまざまなリスクや危機的事象が
日々発生している。これまでも、われわれは海外にお
ける大規模な自然災害、感染症、クーデターといった
政変を目の当たりにしてきた。また昨今では、テロリ
ズムや軍事的な脅威、労働争議やストライキ、サイ
バー攻撃など多種多様なリスクが発生してきている。
その一方、多くの日本企業は、今もなお海外進出を加
速させており、サプライチェーンも含めたグローバル
な事業活動によって、海外におけるリスクが顕在化し
た際の影響は計り知れないものとなってきた。現地駐
在員や出張者の人命安全の確保は当然ながら、海外に
おけるリスクが顕在化することによる事業中断は、自
社の経営に大きな影響を与えてしまう。
そのため、多くの日系企業では、それらのリスクに
対処すべく、グローバルなリスクマネジメントを展開
している。その現状について解説する。

２．海外拠点を取り巻くリスク

最近、筆者が日系企業のリスクマネジメント担当者
と話をする際、海外で発生しているさまざまなリスク
や対策の事例、またグループ本社と海外拠点との関与
度合いについて話題になることが多い。たとえば、中
国に複数の拠点をもつグローバル企業のグループ本社
担当は、「2012年の中国反日活動では事業停止を余儀
なくされた、さらには新型インフルエンザや工場の労
働争議、さらには海外での贈収賄や不正会計も心配で
……」と悩みを吐露し、また別のリスクマネジメント
担当は、「海外での台風や洪水、地震といった自然災
害への対策として何をすればいいのかわからない…
…」と苦慮を打ち明ける。多くのリスクマネジメント

担当者は、「海外拠点とどのように連携し、グローバ
ル・リスクマネジメントや海外拠点BCP※の策定を進
めればよいのか？」といった課題に日々頭を悩まして
いることがよくわかる。
※�BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）とは、企業が自然災害、
大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の
損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可
能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のため
の方法、手段などを取り決めておく計画のことである。

先進的な日系企業では、日本国内で進めてきたリス
クマネジメントや自然災害のBCPを、海外にも展開し
ている。これまでも、グループ本社や日本国内の各事
業所、主要工場を対象として、グループ本社主導で重
要なリスクを洗い出すとともに、そのリスクに優先順
位をつけ、事業中断を引き起こす可能性のある大規模
地震や感染症などについてはBCPを策定してきた。そ
れが広義の意味でのリスクマネジメントである。海外
だからといって特別な手法を用いるのではなく、既存
の手法を踏襲すれば問題ない。

３．グローバル・リスクマネジメントの
取り組み

企業活動を取り巻くリスクを把握し、限られた経営
資源の中、優先的に対策を施すリスクを選び、戦略的
にリスクをコントロールするといった一連のPDCA活
動がリスクマネジメントである。日本企業は、これま
で日本国内でリスクマネジメントを展開し、特に大規
模災害への対策としてBCPが策定されてきた。
近年では、多くの日系企業が海外へ進出し、外資系
企業との取引も増え、ステークホルダーのグローバル
化も急激に進んでいることから、各企業ともグローバ
ルなリスクマネジメントの取り組みが必須となってき
ている。そのため、日本本社の総務、法務、経営企画、
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CSR、国際事業といった部門が主導的な立
場となり、このリスクマネジメントを海外
にも広げているのが現状である。日本本社
側が海外拠点ごとにリスクの洗い出しを支
援し、現地拠点のビジネスなどを考慮しつ
つ、優先的に対応するリスク項目を選定し、
その対策実行を支援する、といった連携を
現地拠点と図っている（図表１）。

４．海外拠点BCPの策定

これまで日本国内のリスクマネジメント
活動では、最初に地震BCPを策定してき
た。BCPを策定した企業のほとんどは地震
BCPを策定し、次いで新型インフルエンザ
BCP、またはIT−BCPなどを策定してい
る。一方、海外拠点ではBCPの対象となるリスクが多
岐にわたる。地震がBCPの対象となる国や地域は、台
湾、中国内陸部、中近東の一部、南米など、ある程度
限られる。代わりに、日系企業が多く進出しているア
ジア地域では、ハリケーンやサイクロン、洪水、噴火
といった地震以外の自然災害による甚大な被害が想定
される。また、日本では考えられないような地政学リ
スクも対象となる。戦争・暴動、大規模テロ、労働争
議・ストライキといったリスクは、海外拠点の事業継
続に大きな影響を与えるものである。
特に、図表１に掲載したようなリスクのうち、実際

に発生した場合、海外拠点に直接的・間接的に大きな
影響を与えるものがBCPの対象リスクとなる。生産活
動自体が停止すること、原材料が納入されなくなるこ
と、物流が止まってしまうこと、従業員が出社できな
くなること、さらには海外拠点があるその場にいるこ
と自体が危険な状態であることが想
定され、事業中断を余儀なくされる
状況を考慮し、BCPの対象となるリ
スクが選定される。
国や地域の違い、進出している企
業の業種・業態の違いはあるが、多
くの海外拠点でBCPを策定する際の
対象リスクには、地震・風水害、大
規模洪水、新型感染症、政変・戦争、
大規模テロ、火災、労働争議、スト
ライキなどがあげられることが多い。
これらは、発生した際に、さまざま
な事業活動に甚大な影響を与えるも
のとされ、また実際に発生する可能

性も高いことが理由となっている。選定されたリスク
が、現地拠点のビジネスやサプライチェーンにどのよ
うな被害状況を与えるのかを考慮しつつ、被害を最小
限にとどめるための計画が策定される（図表２）。

５．終わりに

経済のグローバル化が急速に進展するなか、さまざ
まな海外でのリスクが顕在化すれば、その影響は瞬く
間に世界のマーケットへ伝播し、世界経済、ひいては
日本経済や日系企業の事業活動を阻害する大きな不安
定要因となる可能性がある。日系企業が海外戦略を立
案する過程において、今後は、グローバルなリスクマ
ネジメントの取り組みがいっそう加速することは間違
いないと思われる。
�

図表１　ここ数年で多くの海外拠点が重要視するリスク項目
　　　　（太字は特に対策の優先度が高いもの）

図表２　海外拠点BCPの構成例


